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１. 会社紹介

Strictly Confidential



社名 燈株式会社

設立 2021年2月

代表者 野呂侑希

本社
東京都文京区小石川1-28-1

小石川桜ビル4階

従業員数 200名(2024年9月現在)

事業内容
企業のDX支援を目的とする
ソリューション提供およびAI 

SaaSの開発と提供

基本情報 



燈｜AKARI 

“世界を変える  
AI技術者集団として”  

燈株式会社は、「テクノロジーで人の日常に感動を」というミッションのもと、産業が

抱える課題を起点に、AIを中心とする最先端テクノロジーによって未来を実装する

東京大学・松尾研究室発のAIスタートアップです。  

 

建設業界には、多くのデータ的資産を持つ歴史ある会社が多くあります。  

一方で、時間外労働規制や技能者の高齢化、資材の高騰などを背景として  

生産性向上や匠の技の継承が喫緊の課題となっています。  

我々はこれらの課題に対して、アカデミアで培った最先端技術を用いて  

建設会社様と共に挑みます。  

“最先端技術で  

建設DXに挑む”  

Strictly Confidential



メディア掲載 

2022/05/04 日経新聞朝刊 に掲載

建築をアップデートするベンチャー 100に選出

Forbes Japan 「世界を変える 30歳未満 30人」
30 Under 30 2022 選出



２. Digital Billder請求書紹介





IS 796868 / ISO 27001



Digital Billder 契約企業実績(一部抜粋)　46都道府県 300社以上　  



Digital Billder メディア掲載実績　  

2022.6.29 建通新聞社掲載 2022.7.20  北海道建設新聞掲載 2022.7.27 日刊建設工業新聞掲載

2022.11.17 建通新聞社掲載2022.10.11 中建日報掲載 2022.10.17 建設通信新聞掲載2022.10.3 滋賀産業新聞掲載



Digital Billder請求書とは　  

請求書をPDF形式で本システ
ムに送信  システム上で電子受領   承認   承認   Digital Billderで原本保管  

発行側 
 

受領側  
 

建設業の協力業者からの請求書受領・内部での承認・保管・各社システムへの入力までが  
全てアプリ上で完結するDX支援サービスです。  

請求書を紙で提出  

※紙で受領した請求書を貴社or
弊社でPDF化することも可能  

PDF変換・本システムに送信  

 各社システムへの自動入力 



　　　　　　　・郵送・開封や受け渡しなどの 請求書の運搬に手間と時間がかかる。  

　　　　　　　・いずれの請求書処理業務を行うにも 出社が必要。  

建設業者の請求書処理業務が抱える課題　  

 
　　　　　　　・紙の請求書の整理・保管に手間と時間がかかり、保管場所も必要  
　　　　　　　・過去の原本を取り出すのに時間がかかる。  
 

整理・保管 

出社必須 

　　　　　　　・順に紙の請求書を回して 押印していくのに手間がかかる。  

承認 

 
　　　　　　　・請求情報を原価管理・会計システムに 手入力するのに時間がかかる。  
 

入力 

郵送・受け渡し 



　　　　　　　・出社をしなくても 請求書処理業務が可能。  

全てDigital Billderで解決　  

　　　　　　　・請求書の運搬は電子上で完結し、 運搬に必要な作業がゼロ に。 

　　　　　　　・日付、工事名、会社名等ごとに自動で整理され、ワンクリックで電子保管。  
　　　　　　　　整理・保管にかかる時間と場所がゼロ に。過去の原本も瞬時に検索可能。  

出社不要 

整理・保管 

　　　　　　　・承認ボタンワンクリックで完了し 押印作業がゼロ に。 

承認 

郵送・受け渡し 

　　　　　　　・データをcsvで連携し、原価管理・会計 システムへの入力を自動化。  

入力 



Digital Billder請求書の4つの特徴　  

建設業向けに特化しており、建設業界特有の請求書処理業務に対応  

特徴2 

受領側のみ入力可能な項目を自由に設定可能。  

工事・工種ごとの金額・相殺金額など受領側のみ入力可能な項
目を自由に設定可能。複写式請求書も再現。 

特徴1 

工事単位で請求書を取り扱うことが可能。  

事前に登録した工事と請求書を紐付け、工事ごとの請求書処理
が可能 

請求書は工事ごとに整
理して、承認や保管をし
ている 

工事・工種ごとの金額・相
殺金額など、受領側で記入
する項目がある 

うちでは複写式の請求書
を使ってるけど電子で再
現できる？ 



Digital Billder請求書の4つの特徴　  

特徴4

協力会社の業務に変化が少ない。代行も可能。  

 

特徴3 

請求書に付随する資料もセットで取り扱い可能。  

出来高調書や請求書明細などの資料も請求書とセットで受領し
確認することができる。 

出来高調書や請求書明
細などもセットで、請求書
を処理している 

協力会社をデジタル化に
巻き込むハードルが高い 

協力会社は従来通りに作成した請求書をPDFで本システムに送
信。難しい会社の分は弊社や貴社にて代行。 

従来通り請求書を作成  PDF化して 
本システムに送信 

請求書 
出来高調書 
請求内訳書 

など添付資料 

建設業向けに特化しており、建設業界特有の請求書処理業務に対応  



各社システムとの連携  

Digital Billderから出力したcsvデータを各社システムに取り込むことで、  
各社システムへの情報自動入力が可能  

Digital Billder   各社システム 

出力するcsvデータは柔軟にカスタマイズ可能  
各社システムのフォーマットに対応  



導入事例　〜請求書処理業務フローの変化〜  

協力会社から請求書受領、工事ごとに整理  

各現場へ郵送 or 現場担当者が回収しにくる  

本社から請求書受領・整理  

現場担当者の内容確認・承認  

本社へ郵送or運搬  

工事責任者の内容確認・承認  

経理へ渡す  

経理の内容確認・承認  

会計システムへ手入力  

保管のための整理  

協力会社が請求書を作成・送付  

導入前  協力会社   本社  現場 

書類の運搬・整理・入力に  
大きな手間と時間がかかっていた  

保管 



導入事例　〜請求書処理業務フローの変化〜  

協力会社から請求書受領、工事ごとに整理  

各現場へ郵送 or 現場担当者が回収しにくる  

本社から請求書受領・整理  

現場担当者の内容確認・承認  

本社へ郵送or運搬  

工事責任者の内容確認・承認  

経理へ渡す  

経理の内容確認・承認  

保管のための整理  

保管 

協力会社が請求書を作成・送付  

導入後  協力会社   本社  現場 

書類の運搬・整理・入力が自動化され  
手間と時間が大幅に削減  

csv連携で会計システムに自動入力  



導入企業インタビュー/吉成建設株式会社様(徳島県鳴門市)  

https://www.lp.digitalbillder.com/yoshinarikensetsu

https://www.lp.digitalbillder.com/yoshinarikensetsu


導入企業インタビュー/山本建設株式会社様(静岡県三島市)  

https://www.lp.digitalbillder.com/yamamotokensetsu

https://www.lp.digitalbillder.com/yamamotokensetsu


導入企業インタビュー/株式会社 東組様(和歌山県)  

https://www.lp.digitalbillder.com/azumagumi

https://www.lp.digitalbillder.com/azumagumi


導入企業インタビュー/沼田土建株式会社 (群馬県)  

https://www.lp.digitalbillder.com/numatadoken

https://www.lp.digitalbillder.com/numatadoken


今請求書の電子化に取り組むべき理由  

電子帳簿保存法の改正により法律的な観点でも請求書の電子化システムの導入が必要  

電子帳簿保存法の改正により2024年1月1日からは電子受領した請求書は一定の要件を満たして電子データ保存するこ
とが必須となる。 

時期 

保存方法 

〜2021.12.31 

電子データ保存 
もしくは紙出力保存 

時期 

保存方法 

2022.1.1〜2023.12.31 

原則：電子データ保存 
容認：紙出力保存 

2024.1.1〜 

一定の要件を満たした電子
データ保存が必須 

● 電子帳簿保存法に基づく電子取引データの取り扱いについて  

● 一定の要件について  

改正 

要件①　関連書類の備え付け 

帳簿に係る電磁的記録の保存等に
併せて、システム関係書類等(シス
テム概要書、システム仕様書、操作
説明書、事務処理マニュアル等）の
備付けを行うこと  

要件②　見読性の確保 

電磁的記録をディスプレイの画面及
び書面に、整然とした形式及び明瞭
な状態で、速やかに出力できるよう
にしておくこと  

要件③　検索機能の確保 

取引先、取引日、金額の範囲検索、
複数項目の同時検索などの検索機
能があること  

要件④　訂正防止措置 
     (以下のうち一つを満たす) 

・タイムスタンプが付された後の授
受 
・授受後遅滞なくタイムスタンプを付
す 
・データの訂正削除を行った場合に
その記録が残るシステム又は訂正
削除ができないシステム利用 
・訂正削除の防止に関する事務処
理規程の備付け 



運用フェーズごとに徹底したサポートを実施  

１.導入企業に専任の導入支援パートナー
導入企業には専任の導入支援パートナーが付き、他社事例やノウハウを活用して運用体制を提

案し、システム設定やカスタマイズをサポートします。

これによりスムーズな立ち上げを実現し、500社以上の対応実績を持つカスタマーサクセスが問

い合わせ対応を行います。  

 

２.スムーズな導入を実現する導入事前ミーティング  

導入事前ミーティングでは、操作説明やデジタルビルダーを業務フローにカスタマイズし、運用体

制の構築や課題解決の提案を行います。 

目標を明確にし、スムーズに進行できるようサポートします。また、オンライン・オフライン両方で説

明会を開催し（オフラインの場合別途費用）、周知資料も用意して全員が同じ理解を持てるように

いたします。 

３.対応から溢れた質問を解消するサポート窓口
導入企業に集まる質問はパソコン操作や書類の内容など様々存在します。

導入企業で対応できうる環境構築を支援はもちろん、対応が逼迫しないように当社にて電話や

メールでお問い合わせ対応することが可能です。  

 

４.長期的な運用拡大に向けた体制構築を支援  

電子化推進により、現場が重要業務に集中できる環境を実現するため、本社からの遠隔操作で

現場の書類作業をゼロにすることも可能です。 

理想体制に至るまでのステップを長期的な視点からご提案いたします。 

01.
導入

フェーズ

02.
拡大

フェーズ



協力会社活用へのサポートポリシー  

協力会社の浸透には、導入企業様の理解度やフォローが重要  

社内外への浸透のためのコンサルティング

問い合わせ対応認知・浸透のフォロー
協力会社

導入企業

協力会社へ浸透させる各種コンテンツ
● PDF資料

● 電話・メールサポート

● 操作解説動画



協力会社活用へのサポートポリシー  

協力会社は 完全無料 で利用可能  

◼アカウントは無制限に発行可能

◼データ量も無制限に利用可能

◼期間の制限なし

0円

協力会社への迅速サポート  

◼延べ500社以上を対応してきた専任チーム

◼協力会社からの問い合わせは弊社で完結

◼パソコンが不慣れな方でも 電話でサポート



初期導入費用(税抜)  

100,000円 

※・最低契約期間 3ヶ月　・利用料金の通数は提出日から1ヶ月後の時点で「破棄済」でない請求書の通数を指します。 
　・月の途中にご利用を開始された場合でも、基本料金の日割は行っておりません。　・振り込み手数料は貴社負担にてお願いいたします。 

サービス利用料金表 

オプション費用(税抜)  

月額利用料金(税抜)  

基本料金  利用料金 

30,000円 

〜500通　　　　　　200円/通

        501〜1000通　　　  　190円/通

  1001通〜　　　　　180円/通

　　　・出力csv2種類目以降 50,000円/種　　　　 　・エクセル作成、修正代行 100,000円/個（※要相談）　  

　　　・OCR初期設定 50,000円/フォーマット　    　・OCRオプション 50円/通  

　　　・仕入明細書発行 50円/通　　　　　　　　　　・スキャン代行 50円/通  

初期カスタマイズ費用(税抜)  

100,000円　無料 



Appendix  



紙業務への課題感と法制度対応の必要性
が結びつき、急激に各社で管理業務のDX
が進む。 

2022年・2023年で建設業管理業務DXの変化  

全国の建設会社で、非効率な紙による管理業務の電子化・効率化の意識が、インボイス制度・  
電子帳簿保存法・時間外労働の上限規制により高まり、2022年・2023年で大きくDXが進んだ  
特にインボイス制度の影響を受けた請求書処理・経費精算業務のDXが進んだ  

〜2021年 2022年・2023年

煩雑な紙業務への課題感は存在。  
しかし他課題と比べての重要性や緊急性
に欠け、改革は行われず。 

3つの法制度への対応の必要性発生  
・インボイス制度(2023年10月) 
・改正電子帳簿保存法(2024年1月) 
・時間外労働の上限規制(2024年4月) 
 



現在の建設業管理業務DXの主流2パターン  

現在の建設業管理業務DXには、全業務を網羅する大規模なオールインワンシステムを開発するタイプ
と様々な業務別パッケージシステムを導入するタイプの2パターンが存在  

パターン1(大手建設会社様で主流)   パターン2(地場建設会社様で主流)  

発注  経費精算 

原価管理  人事労務 

請求書処理 

会計 

全業務を網羅する大規模なオールインワン
システムを開発 

様々な業務別パッケージシステムを組み合
わせて導入 

A社製品
発注システム  請求書処理 

システム 
経費精算 
システム 

原価管理システム  人事労務システム  会計システム 

A社製品 B社製品 C社製品

D社製品 E社製品 F社製品



現在の建設業管理業務DXの主流2パターンの課題  

大手建設会社、地場建設会社では異なる課題が存在する  

パターン1(大手建設会社様で主流)   パターン2(地場建設会社様で主流)  

発注  経費精算 

原価管理  人事労務 

請求書処理 

会計 

全業務を網羅する大規模なオールインワン
システムを開発 

様々な業務別パッケージシステムを組み合
わせて導入 

A社製品
発注システム  請求書処理 

システム 
経費精算 
システム 

原価管理システム  人事労務システム  会計システム 

A社製品 B社製品 C社製品

D社製品 E社製品 F社製品

・システム会社の言いなりにならざるを得ない
・アップデートが行われない

・非建設業特化で業務に合わない
・各サービスでデータが連動していない



これからの建設業管理業務DXの理想の形  

未来の理想の建設業管理業務DXは、建設業に特化したデータが連動している同シリーズの業務別パッ
ケージシステムを組み合わせて導入  

建設業特化 
発注システム 

建設業特化 
請求書処理システ

ム 

建設業特化 
経費精算システム 

建設業特化 
原価管理システム 

建設業特化 
人事労務システム 

建設業特化 
会計システム 

A社製品 A社製品 A社製品

A社製品 A社製品 A社製品

・建設業の業務にフィット　・データが全サービスで共通化し連動
・定期的なアップデート　・サービスごとに導入、解約が可能で縛られない



燈が描く建設業管理業務DXの未来  

燈はこの理想の形をDigital Billderで実現を目指す。見積書・発注・請求書・経費精算は既に実現済み。
今年以降原価管理・人事労務・会計などの開発を予定  

建設業特化 
原価管理システム 

Digital Billder 原価管理
(2025 年開発予定 )

建設業特化 
人事労務システム 

Digital Billder 人事労務
(今年以降開発予定 )

建設業特化 
会計システム 

Digital Billder 会計
(今年以降開発予定 )

建設業特化 
発注システム 

建設業特化 
請求書処理システム 

建設業特化 
経費精算システム 

建設業特化 
見積書システム 



燈が描く建設業の原価管理の未来  

他Digital Billderシリーズと連携することで、手入力や多数のシステム間連携などの手間を削減。  
かつ原価管理のサイクルを月次からリアルタイムに近づけて利益の最大化を狙うことが可能。  

材料費

or

外注費

or

経費

or

人件費

or

原価管理

従来の原価管理  

紙or他システムに入っている各工事原価を
月次で原価管理システムに手入力 orシステム間連携
→手間がかかり原価管理サイクルが長い

材料費 外注費

経費 人件費

原価管理

Digital Billder原価管理  

Digital Billder請求書、経費精算、勤怠管理に入ってい
る各工事原価を即時原価管理システムに自動入力
→手間がかからず原価管理サイクルが短い

Digital Billder勤怠管理
2025年提供開始予定

自動連携 自動連携

手入力
or

システム間連携
(データ出力・入力 )

手入力
or

システム間連携
(データ出力・入力 )


